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ワーク・ライフ・バランスに関する統計マップ①　対象範囲等　（企業・事業所編）
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就労条件総合調査 厚生労働省 民営企業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
常用労働者が
30人以上

産業、企業規模別に一
定の方法により抽出

4,406社
（平成22年）

毎年

毎月勤労統計 厚生労働省 事業所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
常用労働者5人

以上

約180万事業所(事業
所･企業統計調査)から

層化抽出

約3万3千
（正確な数値は
記載なし）

毎月

雇用動向調査 厚生労働省 事業所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
常用労働者5人

以上
産業、事業所規模別に
層化して無作為に抽出

10,205事業所
（平成21年下期）

半期毎

労働経済動向調査 厚生労働省 事業所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
常用労働者が
30人以上

一定の方法で抽出
3,244事業所
（平成23年2月）

四半期毎

賃金構造基本統計 厚生労働省 事業所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
常用労働者5人

以上
一定の方法で抽出

46,226事業所
(平成22年）

毎年

法人企業統計 財務省 企業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 資本金別に層化し抽出
34,965社

（平成21年度）
年次調査と四半期調査

企業活動基本調査 経済産業省 企業 ○ ○ ○※ ○※ ○ ○※ ○※ ○※ ○※ ○※ ○※ ○※

50人以上かつ
資本金又は出
資金3,000万円
以上の会社

以下の条件で有意抽
出；
該当業種の事業所を持
つ企業のうち従業者50
人以上かつ資本金又は
出資金3,001万円以上
の会社

36,817社
（平成22年）

毎年
※は一部を
除く

工業統計 経済産業省 事業所 ○ 従業員4人以上

西暦末尾0、3、5及び8
年については全数調査
を実施し、それ以外の
年は従業者4人以上の
事業所を調査の対象

470,325事業所
（平成20年・全数

調査）
毎年

商業統計 経済産業省 事業所 ○ 全数
1,613,318事業所
（平成16年）

5年ごと本調査
（87,92,97,02,07）

特定サービス産業実態調査経済産業省 事業所 ○※ ○※ ○※ ○※ ○※ ○※ ○※
業種別、事業従事者規
模別、都道府県別に層
化抽出

約ｔ130,000事業
所

（正確な数値は
毎年

※は一部の
み

中小企業実態基本調査 経済産業省
法人または
個人事業所

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
業種により資本
金と従業者数の
条件が異なる

業種別、従業者規模
別、都道府県別に、層

化抽出

55,636社
（平成21年）

毎年

経済センサス 総務省 事業所 ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

農林漁家に属
する個人経営の
事業所、家事
サービス業及び
外国公務に属
する事業所を除
くすべての事業
所及び企業

商業・法人登記の情報
も活用して、すべての事
業所を対象にする。

6,044,549事業所
（平成21年）

平成21年に開始
※は一部の
み

職業安定業務統計 厚生労働省 ﾊﾛｰﾜｰｸ － －
有効求人数
2,429,459
（23年1月）

毎月

学校基本調査 文部科学省 学校 － 全数
高校5,116校
大学778校
（平成22年）

毎年

就職内定状況調査
文部科学省・
厚生労働省

学校 －
大学・短大・高専・専修
学校から設置者・地域
を考慮して抽出

112校
（平成22年度）

毎年10,12,2,4月の4回

その他

所轄

対象範囲

調査統計名 時系列 備考

抽出

企業・
事業
所

118



ワーク・ライフ・バランスに関する統計マップ②　対象範囲等　（個人・世帯編）

単位 詳細 抽出方法
抽出数

（集計対象数）

国勢調査 総務省
世帯、世帯

員

●本邦内に常住しているもの
●ここで「常住している者」とは，当該住居に3か月以上にわたって住んでいるか，
又は住むことになっている者をいい，3か月以上にわたって住んでいる住居又は
住むことになっている住居のない者は，調査時現在居た場所に「常住している者」
とみなした。
●本邦内に常住している者は，外国人を含めてすべて調査の対象としたが，次の
者は調査から除外した。
(1) 外国政府の外交使節団・領事機関の構成員（随員を含む。）及びその家族

悉皆 5年おき 75,80,85,90,95,00,05,1
0

就業構造基本調査 総務省 世帯員
●指定された調査区のうち総務大臣の定める方法により市町村長が選定した抽
出単位（世帯が居住することができる建物又は建物の一部をいう。）に居住する
約45万世帯の15歳以上の世帯員

第1次抽出単位を平成17年国勢
調査調査区とし，第2次抽出単
位を住戸とする層化2段抽出法

約45万世帯、100
万人

（正確な数値は
記載なし）

5年おき
※昭和57年ま
では3年おき、
その後5年おき

86,89,92,97,02,07

労働力調査 総務省 世帯

●調査の範囲は，我が国に居住している全人口。ただし，外国政府の外交使節
団，領事機関の構成員（随員を含む。）及びその家族，外国軍隊の軍人・軍属（そ
の家族を含む。）は除外される。
●この調査は標本調査として実施しており，国勢調査の約90 万調査区から約
2,900 調査区を選定し，その調査区内から選定された約４万世帯（基礎調査票の
対象世帯，特定調査票についてはうち約１万世帯が対象）及びその世帯員が調
査対象となるが，就業状態は世帯員のうち15 歳以上の者（約10 万人）について
調査している。

第1次抽出単位を平成17年国勢
調査調査区とし，第2次抽出単
位を住戸とする層化3段抽出法

4万世帯
（正確な数値は

記載なし）
毎月 －

国民生活基礎調査 厚生労働省 世帯

●全国の世帯員を対象
●世帯票と所得票による調査
●世帯票；国勢調査区から層化無作為抽出した1,056地区内のすべての世帯及
び世帯員
●所得票；前記の1,056地区に設定された単位区から無作為に抽出した500単位
区内のすべての世帯及び世帯員

世帯票；国勢調査区から層化無
作為抽出した地区内の世帯及
び世帯員
所得票；前記地区に設定された
単位区から無作為に抽出した区
内の世帯及び世帯員

世帯票
46,528世帯

所得票
6,461世帯

（平成21年）

3年毎に大規
模調査

中間年に小規
模調査

大規模調査年
89,92,95,98,01,04,07,1

0

全国家庭動向調査 厚生労働省 世帯
●対象の地区に居住する世帯の結婚経験のある女性が対象
●複数いる場合は最も若い結婚経験のある女性、独りもいない場合は世帯主が

系統抽出と無作為抽出の二段
抽出

10,009世帯
（平成20年）

5年おき 93,98,03,08

世帯動態調査 厚生労働省 世帯
●対象地区のすべての世帯が対象
●世帯主による記入

系統抽出と無作為抽出の二段
抽出

10,711世帯
（平成16年）

6年おき 84,89,94,99,04,09

出生動向基本調査

厚生労働省
（国立社会保
障・人口問題

研究所）

夫婦（妻）及
び独身女性

●夫婦調査では、全国の妻の年齢50歳未満の夫婦を母集団として抽出された世
帯の夫婦を調査客体とし、妻を回答者として調査を行っている。
●一方、独身者調査では、全国の年齢18歳以上50歳未満の独身者を母集団とし
ている。
●両調査により、女性については18歳以上50歳未満の全国民が母集団

国民生活基礎調査の調査地区
を基にした層化無作為抽出

6,836人
（平成17年）

5年おき 75,80,85,90,95,00,05,1
0

21世紀出生児縦断調査 厚生労働省
世帯、世帯

員
●全国／２００１年１月１０日から１７日の間及び７月１０日から１７日の間に出生し
た子

層化抽出
36,136人

（平成21年）
2001年から毎

年
（詳細は⑤パネル参

照）

21世紀成年者縦断調査 厚生労働省
世帯、世帯

員
●全国／２００２年１０月３１日現在、２０～３４歳（１９６７年１１月～１９８２年１０月
生まれ）の男女及びその配偶者

層化抽出
15,436人

（平成20年）
2002年から毎

年
（詳細は⑤パネル参

照）

社会生活基本調査 総務省 個人
●全国約6,700の調査区から12世帯ずつ抽出した約8万世帯の10歳以上の世帯
員を対象

層化抽出
約20万人

（正確な数値は
記載なし）

5年おき 76,81,86,91,96,01,06

個人・
世帯

時系列
所轄

対象範囲 抽出
調査統計名
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ワーク・ライフ・バランスに関する統計マップ③　仮説別整備状況

非正規雇用
者数の増加

経済的に不
安定な労働者
数の増加

企業の中核
的人材絞込
みを促進

正規雇用者
の労働時間
の増加

各労働統計
の雇用者の
定義やカバ
レッジに関す
る相互関係

中核的人材
の絞込み状
況の把握

雇用形態別
の賃金等の
継続的把握

雇用形態別
の労働時間
等の継続的
把握

雇用者・被雇
用者間の関係
（賃金率と労働
者・事業所属
性との関係）

雇用形態別
雇用者数

管理職・
役職

雇用形態別
賃金（収入）

雇用形態別
労働時間

－
収入別の結婚
実態

収入別の
結婚態度

収入別の
出産実態

収入別の
出産態度

労働時間
別の結婚
実態

労働時間
別の結婚
態度

労働時間
別の出産
実態

労働時間
別の出産
態度

雇用形態別
の結婚実態

雇用形態
別の結婚
態度

雇用形態
別の出産
実態

雇用形態
別の出産
態度

性別 年齢
世帯
類型

業種
従業員
規模

職種
仕事
内容

その
他の
区分

国勢調査 ○ ○（管理職） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

就業構造基本調査 ○ カ カ カ カ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

労働力調査 完全失業率 ○
カ

（特定調査票）

カ

（特定調査票）

カ

（特定調査票）
○ ○ ○ ○ ○

国民生活基礎調査 ○ ○ ○
△

（世帯主）
○

△
（世帯主）

○ ○ ○

全国家庭動向調査 ○ カ カ カ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

世帯動態調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○

出生動向基本調査 カ カ カ カ カ カ カ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21世紀出生児縦断調査 △ △

21世紀成年者縦断調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

社会生活基本調査 ○ カ カ カ カ カ ○ ○ ○ ○ ○

就労条件総合調査

毎月勤労統計 労働時間指数、常用雇用者指数
○

（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ）
○

（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ）
○

（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ）
カ △ ○ ○

雇用動向調査
離職理由別離職者、前職離職理由別入職者
未充足求人（欠員率）

○ ○ ○ カ ○ ○ ○ ○

労働経済動向調査

●雇用調整実施方法：残業規制、休日振替、休日・休暇
の増加、一時休業（一時帰休）、中途採用の削減・停
止、配置転換、出向、臨時・季節、パートタイム労働者の
再契約停止、希望退職者の募集・解雇、操業時間・日数
の短縮、賃金等労務費用の削減、下請・外注の削減、
派遣労働者の削減
●新規学卒者の採用計画、前年度との増減比較カテゴ
リ
●労働者過不足判断

△ ○ カ ○

賃金構造基本統計 役職別人数及び平均賃金 ○ ○（役職）
○

（個人票）
○

（個人票）
○

○

（個人票）

○

（個人票）
○

○

（個人票）

法人企業統計 従業員数、人件費（給与費） カ ○

企業活動基本調査 従業者数、給与総額 ○ ○ ○

工業統計 従業者数、現金給与総額として（甲票） ○ ○ ○

商業統計 従業者数として ○ ○ ○

特定サービス実態調査 従業者数、給与支給総額 ○ ○ ○

中小企業実態基本調査 従業者数 ○

経済センサス 従業員数 ○ ○ ○ ○

職業安定業務統計 新規求人倍率、有効求人倍率（ともに除新規学卒）

学校基本調査 高卒就職率、大卒就職率

就職内定状況調査 内定率

正規から非
正規への代
替化・転換化
現象の把握
が困難。

中核的人材
の定義があ
いまい

毎年継続的
に把握するこ
とが困難。

同一労働者
の労働時間
等に関して、
事業所サイ
ド・世帯サイ
ド双方から把
握することが

雇用者データ
と被雇用者
データ間の接
合が困難。

※表中「カ」は、数値データではなくカテゴリデータにて収集可能という意味

  表中灰色の部分は、該当する統計調査において表頭調査項目等と無関係な部分

仮説 経済・経営環境の変化

収入の少なさ・将来的不安ゆえに晩婚・非婚
／晩産・非産化

仕事の忙しさゆえに晩婚・非婚／晩産・
非産化

企業の労働力需要の変化
雇用調整の実態

調査項目

明らかにすべき点

統計整備に関する課題例

個人・
世帯

企業・
事業所

その他

備考

調査の頻度・サンプル率が低い。
 結婚態度データと労働時間データが同一統計で閉じていない（出生動向基本調査）。

収入状況・展望別の結婚
実態・態度

収入状況・展望別
の出産実態・態度

労働時間別の結婚
実態・態度

労働時間別の出産
実態・態度

雇用形態別の出産
実態・態度

その他属性区分

雇用形態別の結婚

雇用形態別の結婚実
態・態度

理想子供数理想子供数理想子供数理想子供数からからからから
判断可能判断可能判断可能判断可能かかかか？？？？

理想子供数理想子供数理想子供数理想子供数からからからから
判断可能判断可能判断可能判断可能かかかか？？？？

記入者記入者記入者記入者のののの性別性別性別性別はははは
父母父母父母父母のののの場合場合場合場合のみのみのみのみ
判定可判定可判定可判定可。。。。年齢年齢年齢年齢はははは
不明不明不明不明。。。。対象対象対象対象となるとなるとなるとなる
子供子供子供子供のののの年齢年齢年齢年齢はすはすはすはす
べてべてべてべて同同同同じじじじ。。。。

特別調査票特別調査票特別調査票特別調査票((((１１１１～～～～4444人事業所人事業所人事業所人事業所））））

事業所票事業所票事業所票事業所票はははは実数実数実数実数。。。。入職者票入職者票入職者票入職者票とととと離職離職離職離職
者票者票者票者票ははははカテゴリカテゴリカテゴリカテゴリ

事業所票事業所票事業所票事業所票はははは実数実数実数実数。。。。入入入入
職者票職者票職者票職者票とととと離職者票離職者票離職者票離職者票はははは
カテゴリカテゴリカテゴリカテゴリ

事業所票事業所票事業所票事業所票はははは実数実数実数実数。。。。入入入入
職者票職者票職者票職者票とととと離職者票離職者票離職者票離職者票はははは
カテゴリカテゴリカテゴリカテゴリ

事業所票事業所票事業所票事業所票はははは実数実数実数実数。。。。
個人票個人票個人票個人票ははははカテゴリカテゴリカテゴリカテゴリ。。。。 事業所票事業所票事業所票事業所票はははは実数実数実数実数。。。。

個人票個人票個人票個人票ははははカテゴリカテゴリカテゴリカテゴリ。。。。

公園公園公園公園、、、、遊園地遊園地遊園地遊園地・・・・
テーマパークテーマパークテーマパークテーマパーク
調査票調査票調査票調査票にのみにのみにのみにのみ
記載記載記載記載

事業所票事業所票事業所票事業所票はははは
実数実数実数実数。。。。入職者入職者入職者入職者
票票票票とととと離職者票離職者票離職者票離職者票
ははははカテゴリカテゴリカテゴリカテゴリ

前前前前３３３３ヶヶヶヶ月間月間月間月間とのとのとのとの増減増減増減増減
比較比較比較比較カテゴリカテゴリカテゴリカテゴリ

入職者票入職者票入職者票入職者票
直前直前直前直前のののの勤勤勤勤めめめめ先先先先とのとのとのとの増減比較増減比較増減比較増減比較カテゴリカテゴリカテゴリカテゴリ
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ワーク・ライフ・バランスに関する統計マップ④　正規／非正規の整理

雇用形態の分類
呼称等による定性的な分類

～18

日

18日

～1ヶ

月

1～

4ヶ月

4ヶ月

～1年

1年～ 無期 一般

労働

者

一般

労働

者より

少な

い

１正規
2非正
規
3不明

決定要因

雇用者・常雇 ○ ○ 1 契約期間

雇用者・臨時雇 ○ ○ ○ ○ 2 契約期間

役員 役職による分類 1 契約期間・役職

雇用者・役員 ○ ○ 役職による分類 1 契約期間・役職

雇用者・一般常雇 ○ ○ 1 契約期間

臨時雇 ○ ○ 2 契約期間

日雇 ○ ○ 2 契約期間

正規の職員・従業員 呼称による分類 1 呼称等

パート 呼称による分類 2 呼称等

アルバイト 呼称による分類 2 呼称等

労働者派遣事業所の派遣社員 労働者派遣事業所に雇用されている 2 呼称等

契約社員 ○ ○ ○ ○ ○ 専門的職種に従事、雇用期間に定めがある 2 契約期間・呼称等

嘱託 呼称による分類 2 呼称等

その他 その他の呼称 2 呼称等

常雇・役員 ○ ○ 役職による分類 1 契約期間・役職

常雇・一般常雇 ○ ○ 1 契約期間

臨時雇 ○ ○ 2 契約期間

日雇 ○ ○ 2 契約期間

正規の職員・従業員 呼称による分類 1 呼称等

パート 呼称による分類 2 呼称等

アルバイト 呼称による分類 2 呼称等

労働者派遣事業所の派遣社員 労働者派遣事業所に雇用されている 2 呼称等

契約社員・嘱託 呼称による分類 2 契約期間・呼称等

その他 その他の呼称 2 呼称等

常用労働者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 契約期間・労働時間

パートタイム労働者 ○ 2 労働時間

一般労働者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 契約期間・労働時間

パートタイム労働者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 契約期間・労働時間

一般労働者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 契約期間・労働時間

パートタイム労働者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 契約期間・労働時間

常用 ○ ○ ○ 3 契約期間

臨時 ○ 2 契約期間

季節 ○ ○ ○ ○
季節的な労働需要、余暇
等の期間の一定期間

2 契約期間

常用的パートタイム ○ ○ ○ ○ 2 契約期間・労働時間

臨時的パートタイム ○ ○ 2 契約期間・労働時間

正社員 正社員 ○ ○ ○ ○ 呼称による分類 3
契約期間・労働時間・呼称
等

正社員等 ○ ○ ○ 1 契約期間・労働時間

臨時 ○ ○ ○ 2 契約期間

パートタイム ○ 2 労働時間

派遣労働者 労働者派遣事業所に雇用されている 2 呼称等

常用・正社（職）員 ○ ○ ○ ○ ○ 呼称による分類 3 契約期間・呼称等

常用・正社（職）員以外 ○ ○ ○ ○ ○ 呼称による分類 2 呼称等

臨時雇用 ○ 2 契約期間

一般 ○ 1 労働時間

短時間 ○ 2 労働時間

一般常雇者 ○ ○ 1 契約期間

雇用期間が1月～1年の雇用者 ○ ○ 2 契約期間

雇用期間が1月未満の雇用者 ○ ○ 2 契約期間

正規の職員・従業員 呼称による分類 1 呼称等

パート 呼称による分類 2 呼称等

アルバイト 呼称による分類 2 呼称等

労働者派遣事業所の派遣社員 労働者派遣事業所に雇用されている 2 呼称等

契約社員・嘱託 呼称による分類 2 呼称等

その他 その他の呼称 2 呼称等

常雇の一般雇用者 ○ 1 契約期間

パート・アルバイト 呼称による分類 2 呼称等

嘱託・派遣社員 限られた契約、派遣社員としての役務 2 呼称等

常勤 ○ 1 契約期間

パート・アルバイト ○ ○ ○ ○ 2 契約期間

勤め（常勤） 定義無し、本人の選択 1 呼称等

勤め（パート・アルバイト） 定義無し、本人の選択 2 呼称等

正規の職員・従業員 呼称による分類 1 呼称等

アルバイト 呼称による分類 2 呼称等

パート 呼称による分類 2 呼称等

労働者派遣事業所の派遣社員 呼称による分類 2 呼称等

契約社員・嘱託 呼称による分類 2 呼称等

その他 その他の呼称 2 呼称等

会社団体の役員 役職による分類 1 呼称等

正規の職員・従業員 ○ 1 契約期間

アルバイト 呼称による分類 2 呼称等

パート 呼称による分類 2 呼称等

労働者派遣事業所の派遣社員 労働者派遣事業所に雇用されている 2 呼称等

契約社員・嘱託 専門的業務に従事・雇用期間に定め有・呼称 2 呼称等

その他 その他の呼称 2 呼称等

正規の職員・従業員 呼称による分類 1 呼称等

パート 呼称による分類 2 呼称等

アルバイト 呼称による分類 2 呼称等

労働者派遣事業所の派遣社員 呼称による分類 2 呼称等

その他 その他の呼称 2 呼称等

有給役員 役職による分類 1 契約期間・呼称等
常用雇用者
正社員・正職員などと呼ばれて
いるもの

△ ○ ○ ○ ○ 呼称による分類 △は5月6月のみ 1 契約期間・呼称等

常用雇用者
上記以外の常用雇用者（パート
アルバイトなど）

△ ○ ○ ○ ○ 呼称による分類 △は5月6月のみ 2 契約期間・呼称等

臨時雇用者（常用雇用者以外
の雇用者）
上記以外のパート・アルバイト
などを含む

○ ○ 2 契約期間

上記以外の人で別経営の事業
所から派遣されている人物

別経営の事業所からの派遣 2 呼称等

統計名 分類 雇用形態相当の区分 備考

職業安定業務統計

一般労働者

労働経済動向調査 就業形態

パートタイム労
働者

正規・非正規

毎月勤労統計 常用労働者

雇用契約期間

就業構造基本調査

雇用形態

対象労働者就労条件総合調査

所定労働

従業上の地位

雇用動向調査 常用労働者

従業上の地位国勢調査

労働力調査

従業上の地位

雇用形態

従業上の地位全国家庭動向調査

世帯動態調査 就業の状態

雇用形態

賃金構造基本統計

就業形態

勤めか自営か

国民生活基礎調査
（世帯票）

勤め先の呼称

21世紀出生児縦断調
査

父母の就業状
態

就業形態
21世紀成年者縦断調

査

従業員数経済センサス

就業形態中高年者縦断調査

社会生活基本調査 就業形態
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ワーク・ライフ・バランスに関する統計マップ⑤　パネル調査の整理

調査統計名 実施主体実施主体実施主体実施主体
開始年開始年開始年開始年／／／／終了終了終了終了

年年年年
調査地域調査地域調査地域調査地域／／／／対象対象対象対象 調査目的調査目的調査目的調査目的 調査単位調査単位調査単位調査単位

サンプルサンプルサンプルサンプル
デザインデザインデザインデザイン

サンプルサンプルサンプルサンプル
サイズサイズサイズサイズ

回収率及回収率及回収率及回収率及びびびび回収数回収数回収数回収数 データデータデータデータ収集方法収集方法収集方法収集方法 主主主主なななな調査項目調査項目調査項目調査項目

21世紀出生児縦断調査

厚生労働省大臣
官房統計情報部
人口動態・保健
統計課

２００１年／未定
全国／２００１年１月１０日から１
７日の間及び７月１０日から１７
日の間に出生した子

２１世紀の初年に出生した子の実態及び経年変化の状況
を継続的に観察することにより、少子化対策等厚生労働
行政施策
の企画立案、実施等のための基礎資料を得ること。

個人

【抽出方法】　全数調査（２００1年１月１
０日から１７日の間及び７月１０日から
１７日の間に出生した子すべて）
【追跡の基準】　前年回答者

53575人
第１回：８７．７％
平成21年　36136人

郵送
当面毎年

保育者、同居者、就業状況、労働時間、父母の家
事・育児分担状況、住居の状況、子育てで意識して
いること、子どもをもってよかったと思うこと、子ども
をもって負担に思うこと、子育ての不安や悩みの有
無、授乳の状況、収入の状況　等（第１回調査）

21世紀成年者縦断調査

厚生労働省大臣
官房統計情報部
社会統計課国民
生活基礎調査室

２００２年／未定

全国／２００２年１０月３１日現
在、２０～３４歳（１９６７年１１月
～１９８２年１０月生まれ）の男女
及びその配偶者

調査対象となった男女の結婚、出産、就業等の実態及び
意識の経年変化の状況を継続的に観察することにより、
少子化対策等厚生労働行政施策の企画立案、実施等の
ための基礎資料を得ること。

個人

【抽出方法】　平成１３年国民生活基礎
調査の調査地区から１，７００地区を無
作為抽出
【追跡の基準】　未定

約43,000人 平成20年　15436人
訪問留置訪問回収
当面毎年

家族構成、家計の状況、就業の状況、健康の状
況、子育て負担感等の意識　等（第１回調査）

消費生活に関するパネル
調査

財団法人
家計経済研究所

１９９３年／未定

全国／1993年に24～34歳の女
性（コーホートA）、1997年に24
～27歳の女性（コーホートB）、
2003年に24～29歳の女性（コー
ホートC）、2008年に24～28歳の
女性（コーホートD）と、配偶者が
いる場合は配偶者

調査対象となっている世代の違い、ライフステージの移行
過程での変化、特別な出来事に直面しての変化など、生
活上の様々な変化や違いの諸要因と問題点を明らかに
し、国民生活に関わる適切な提言につなげること

個人、配偶者
がいる場合
は夫婦

層化2段無作為抽出
約2,155人（うち
有配偶者1,396

人）

第1回：４１．４％（その後９
５％程度で推移）

留置回収方法

経年項目：生活変動や就業形態、家計収入・支出・
貯蓄、家計管理タイプ、消費者信用、生活時間、耐
久消費財の取得状況、生活意識など
隔年項目：心理状態
トピックス項目：減税と趣味娯楽、価格破壊、民法改
正・納税者意識等が組み込まれている年度もある

慶応義塾家計パネル調査
（KHPS）

慶應義塾大学
21世紀COEプロ

グラム

2004年1月に第1
回調査

2008年調査が最
新年度

平成16年１月31日時点における
満20～69歳の男女

わが国においては米国のPanel Study of Income
Dynamics (PSID) や欧州の European Community
Household Panel (ECHP) に代表されるような、特定の層
に焦点を当てるのではなく、社会全体の人口構成を反映
した家計パネル調査はまったく存在してなかった。「慶應
義塾家計パネル調査」は、このような要請に応えるため実
施するものである。

個人 層化2段無作為抽出法
4,005人

（予備対象5人
含む）

2007年からは、同様の方
法によって抽出された
1,419名（予備対象19名含
む）を対象とした調査が開
始

調査員による訪問留置法

原則として配偶者等による
代理回答は認めていない

就業・就学・生活習慣・生活時間配分・健康状態・環
境に対する意識に加え、世帯構成・収入・支出・資
産・住居など、包括的なトピックをカバー。加えて、
初年度調査においては、18歳以降調査時点まで
の、対象者の就学・就業履歴を過去の各年にわ
たって回答。

日本家計パネル調査
慶應義塾大学
パネル調査共同
研究拠点

２００９年／未定
全国／特定の層に焦点を当て
るのではなく、社会全体の人口
構成を反映

わが国においては米国のPanel Study of Income
Dynamics (PSID) や欧州の European Community
Household Panel (ECHP) に代表されるような、特定の層
に焦点を当てるのではなく、社会全体の人口構成を反映
した家計パネル調査はまったく存在してなかった。慶應義
塾大学パネル調査共同研究拠点では、このような要請に
応えるために、「日本家計パネル調査」を2009年から実施
する。

個人、配偶者
がいる場合
は夫婦

層化2段無作為抽出

約6,000人（配
偶者なし約
2000人、夫婦
約2000組）

第1回：３２．１％ 留置かWeb調査かの選択
対象者の就学・就業・健康状態、対象者世帯の世
帯構成・収入・支出・資産・住居など

結婚と家族に関する国際
比較パネル調査（JGGS)

GGP日本委員
会・結婚と家族に
関する国際比較
研究会

2004年／2015年 全国の18～69歳の男女

少子化の進む日本社会における世代（親子・世代関係）と
ジェンダー（夫婦・パートナー関係）の実態を把握すると同
時に、国連ヨーロッパ経済委員会と共同し、20数カ国と国
際比較研究を行うことで、結婚と家族の変動メカニズムを
マクロとミクロの２つの視点から明らかにする。さらに、家
族政策や就業構造などの制度と結婚や家族の関係につ
いても明らかにする。

個人 層化2段抽出 15,000人 60.5% 留置自記式
配偶関係、世帯構成、学歴、就業状態、家事分担、
出産歴、親子関係、家族やジェンダーに関する価値
意識　など

働き方とライフスタイルの
変化に関する全国調査
（JLPS)

東京大学社会科
学研究所附属日
本社会研究情報
センター「働き方
とライフスタイル
の変化に関する
全国調査・調査
企画委員会」

2007年／2011年

象  若年調査：日本全国の20～
34歳の男女
壮年調査：日本全国の35～40
歳の男

若年層のライフコース全体の中での教育・就業・結婚・意
識に関する変化を総合的に捉え、相互の関連性を明らか
にすることを目的とする。（１）学校から職場への移行、
（２）就業行動（非正規雇用、転職など）と労働市場、（３）
離家と結婚・家族形成、（４）意識と態度、という4つの分析
軸を設定して若年層の行動と意識の変容を明らかにし、
若年雇用政策や晩婚化・少子化に関する施策を検討する
素地を提供することをめざす。なお若年層との対比のた
めに、調査設計や質問項目などを比較可能にした壮年層
の調査も同時に実施した。

個人 層化2段無作為抽出

若年調査：
11,551人

壮年調査：
3,940人

若年調査：34.5%（3,367
ケース）
壮年調査：40.4%（1,433
ケース）

郵送留置法（郵送配布、訪
問回収）

現在および初めて就いた職業、職場の環境、本人・
配偶者・親の学歴、同居家族・子ども、本人・配偶者
の家事、配偶者と出会ったきっかけ、結婚観、交際
相手の有無、独身理由、本人15歳時の家庭環境、
健康状態、社会・政治意識、収入・収入源、生活時
間　など

※当初の調査票配布数または、調査協力依頼数
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